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NY マーケットレポート（2021 年 7 月 30 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 21 時 00分～午前 5時 30分まで） 
 

米国の主要な経済指標の結果 

6 月個人所得（前月比） 0.1％（予想 -0.4%・前回 -2.0%⇒-2.2%） 

6 月個人支出（前月比） 1.0％（予想 0.7%・前回 0.0%⇒-0.1%） 

6 月 PCE デフレーター（前年比） 4.0％（予想 4.0%・前回 3.9%⇒4.0%） 

6 月 PCE コア・デフレーター（前年比） 3.5％（予想 3.7%・前回 3.4%） 

6 月の米個人所得・支出統計では、個人消費支出（PCE）物価指数は前年比で改定から横ばいとなったが、変

動の激しい食品とエネルギーを除いた PCE コア物価指数は市場予想を下回ったものの、1991年 12月以来 29

年 6ヵ月ぶりの大きさとなった。一方、6月の個人支出は、モノが+0.5％、サービス+1.2％となったことか

ら市場予想を上回る結果となった。一方、個人所得は 3 ヵ月ぶりに増加となった。 

 

データを基に SBILMが作成 

 

 

 

 

 

 

 



 
                                           

3 

7 月ミシガン大学消費者信頼感指数 81.2（予想 80.8・前回 80.8） 

7 月の米ミシガン大学消費者信頼感指数の確報値は、7 月の速報値から 0.4ポイント上昇し、市場予想を上回

ったものの、前月から 4.3 ポイントの低下となった。現状指数は 84.5 で 7 月速報値から横ばい、前月から

4.1ポイントの低下。先行指数は 79.0 で 7月速報値から 0.6 ポイント上昇、前月から 4.5ポイントの低下と

なった。一方、1年後のインフレ期待は 4.7％で 7月速報値から 0.1 ポイント低下、前月から 0.5 ポイント上

昇した。 
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米主要株価指数は反落 

米株式市場では、四半期決算で 11四半期ぶりに市場予想を下回った IT 大手の株が急落となったことを受け

て、投資家心理が悪化したことから主要株価指数は序盤から軟調な動きとなった。さらに、新型コロナウイ

ルス変異株の感染再拡大も圧迫要因となった。ただ、FRBの量的金融緩和政策の早期縮小への懸念が和らい

でいることもあり、下値は限定的だった。ダウ平均株価は、序盤から軟調な動きとなり、一時前日比 213ド

ル安まで下落した。その後は下げ幅を縮小し、149ドル安で終了した。一方、ハイテク株中心のナスダック

は、105.58ポイント安で終了した。 
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ドルは主要通貨に対して堅調な動き 

NY 市場では、欧州市場の流れを引き継ぎ、ドルは序盤から主要通貨に対して堅調な動きとなった。序盤に発

表された 6月の米個人所得・支出統計が市場予想を上回る結果となったこともあり、ドルは堅調な動きが続

いた。さらに、セントルイス連銀総裁が今秋に量的緩和の縮小（テーパリング）を開始すべきとの見解を示

し、来年中の利上げ実施を可能にするため、債券購入プログラムをかなり速いペースで縮小することが望ま

しいとの見方を示したこともドルの押し上げに寄与した。一方、欧州通貨や資源国通貨は、欧米の主要株価

指数の下落に加え、対ドルでの下落を受けて、対円でも軟調な動きが続いた。 

 

出所：総合分析チャート 
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